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平成25年２月13日 

各  位 

会 社 名 コカ･コーラ セントラル ジャパン株式会社 

代表者名      代表取締役社長   マイケル・クームス 

（コード番号2580  東証・名証第一部） 

問合せ先 
執行役員 

川本成彦 
管理本部副本部長兼総務部長 

（TEL 045-222-5850） 

 

定款の一部変更に関するお知らせ定款の一部変更に関するお知らせ定款の一部変更に関するお知らせ定款の一部変更に関するお知らせ    

 

当社は、平成25年２月13日開催の取締役会において、平成25年３月28日開催予定の第12期定

時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）に、下記のとおり定款の一部変更について付議

することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、平成24年12月14日付発表いたしました定款変更の内容について、一部変更しております。 

記 

１．変更の理由 

 当社は、平成24年12月14日付「コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社、三国コカ・コーラボト

リング株式会社、東京コカ・コーラボトリング株式会社と利根コカ・コーラボトリング株式会社の４社経

営統合に関する統合契約および株式交換契約の締結、ならびにコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会

社の会社分割および商号変更等についてのお知らせ」にてお知らせしましたとおり、当社と三国コカ・コ

ーラボトリング株式会社、東京コカ・コーラボトリング株式会社および利根コカ・コーラボトリング株式

会社の４社は、株式交換および新設分割を併用することにより、経営統合（以下「本統合」といいます。）

することに合意し、平成25年２月13日開催の取締役会において、本統合に関する議案を本定時株主総会

に付議することを決議いたしました。 

 本統合に伴い、効力発生日である平成25年７月１日（予定）において、以下のとおり定款を変更するも

のであります。 

(1) 本統合による持株会社体制への移行に伴い、商号を「コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社」

から「コカ・コーライーストジャパン株式会社」に変更するものです。（変更案第１条） 

(2) 本統合における持株会社体制への移行に伴い、本４社の事業目的を整理し、追加・変更するもので

す。（変更案第２条） 

(3) 本株式交換に伴う新株発行および今後の機動的な経営を図るため、発行可能株式総数を

487,000,000株に変更するものです。（変更案第６条） 

   なお、第６条（発行可能株式総数）については、本効力発生日における当社の発行済株式総

数が、121,750,000 株を下回った場合には、当社の発行可能株式総数を、本効力発生日におけ

る発行済株式総数の４倍に変更するものとします。 

(4) 株主総会の開催場所について、より広い選択肢を確保できるよう、株主総会招集地の規定を削除す

るものです。（現行定款第13条第２項の削除） 

(5) 株主総会の柔軟かつ円滑な運営のため、あらかじめ取締役会で定めた取締役が株主総会の議長を務

める旨変更するものです。（変更案第15条第２項） 
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(6) インターネットの普及に鑑み、株主総会参考書類等に記載または表示すべき事項に係る情報をイン

ターネットで開示することにより、みなし提供できる旨の規定を新設するものです。（変更案第16

条） 

(7) その他、条文の新設に伴い条数の変更を行うものであります。 

 

２．変更の内容 

変更の内容につきましては、別紙のとおりであります。 

  なお、平成24年12月14日付発表いたしました定款変更の内容について、本店所在地（第３条現行ど

おり）、招集権者および議長（第15条第２項変更）、株主総会参考書類等のインターネット開示とみな

し提供（第16条新設）を変更しております。 

 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成25年３月28日（木） 

定款変更の効力発生日      平成25年７月 １日（月） 

以 上 
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（別 紙） 

（下線は変更箇所を示します。） 

変更前 変更後 

（商号） 

第１条 当会社は、コカ・コーラ セントラル ジ

ャパン株式会社と称し、英文では、

Coca-Cola Central Japan Co.,Ltd. と

する。 

（商号） 

第１条 当会社は、コカ・コーライーストジャ

パン株式会社と称し、英文では、

Coca-Cola East Japan Co., Ltd.とす

る。 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むこと、およ

び次の事業を営む会社の株式もしくは

持分を所有することにより当該会社の

事業活動を支配、管理することを目的

とする｡ 

(1) 清涼飲料の製造、加工および販売 

(2) 各種飲料、菓子等食料品の製造、加工

および販売 

(3) 自動販売機による飲料および食料品

の販売 

(4) 各種自動販売機、冷蔵・加温機器およ

びその部品、用品、付属品の販売、製

造、加工、賃貸、保守および修理 

(5) 煙草、酒類の販売 

(6) 各種飲料の生産設備および付帯機器

の販売ならびに設計、制作、設置工事、

生産業務の請負および技術指導 

(7) 飲料用合成樹脂容器の製造および販

売 

(8) 清涼飲料の品質管理業務の請負 

(9) 情報通信機器および電子情報伝達機

器の販売、保守および修理 

(10) 代金前払方式の磁気カードの販売 

(11) ソフトウェアの開発および関連機材

の販売および賃貸 

(12) 不動産の売買、賃貸借、仲介および管

理 

(13) 損害保険代理業、自動車損害賠償保障

法に基づく保険代理業および生命保

険募集業 

(14) ホテル、喫茶店、飲食店業 

(15) スポーツ施設、遊戯場、遊園地等娯楽

施設の経営および賃貸 

(16) 自動車の修理、整備業 

(17) 貨物自動車運送業および貨物運送取

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むこと、およ

び次の事業を営む会社の株式もしくは

持分を所有することにより当該会社の

事業活動を支配、管理することを目的

とする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

（削除） 
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扱業 

(18) 倉庫業 

(19) 貸金業 

(20) 電気工事業 

(21) 総合リース業 

(22) 前各号に付帯または関連する一切の

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

（削除） 

 

 

 

 

(1) 清涼飲料水、嗜好飲料、果汁その他飲

料の製造、加工および販売 

(2) 各種飲料、パン、菓子類、麺類、製菓

原料等食料品の製造、加工および販売 

(3) 清涼飲料水、嗜好飲料およびこれらの

関連製品の輸出入 

(4) 自動販売機による飲料および食料品

の販売 

(5) 缶詰類その他の加工食品の製造なら

びに販売 

(6) 冷凍食料品、レトルト食品の製造なら

びに販売 

(7) 農産物、畜産物、水産物の加工、仕入

ならびに販売 

(8) 調味食品の仕入販売 

(9) 各種自動販売機、飲料用ショーケー

ス、飲料・食品等販売機材、冷蔵・加

温機器およびその部品、用品、付属品

の販売、製造、加工、賃貸、保守、管

理、整備、修理および設置 

(10) 自動販売機、飲料用ショーケース等の

研究、開発および検査 

(11) 煙草、酒類の販売 

(12) 一般日用品雑貨、雑誌、ビデオテープ、

カメラ、化粧品および整髪剤等の美容

用品の仕入販売 

(13) 石油製品の販売 

(14) 花卉、種苗の栽培および販売 

(15) 各種飲料の生産設備および付帯機器

の販売ならびに設計、制作、設置工事、

生産業務の請負および技術指導 

(16) 飲料用合成樹脂容器の製造および販

売 

(17) 清涼飲料の品質管理業務の請負 

(18) 飲料水水質検査業 

(19) 情報通信機器および電子情報伝達機

器の販売、整備、保守、修理および設
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

置 

(20) 厨房機器、空調機器等の販売、整備、

保守、修理および設置 

(21) テレホンカードおよびその他の代金

前払方式の磁気カードの販売 

(22) ソフトウェアの開発および関連機材

の販売および賃貸 

(23) 動産賃貸業 

(24) 不動産の売買、賃貸借、仲介および管

理 

(25) 損害保険代理業、自動車損害賠償保障

法に基づく保険代理業および生命保

険募集業 

(26) ホテル、レストラン、喫茶店、飲食店

業 

(27) 食堂、学校・会社・病院等の売店の経

営 

(28) 学校・会社・病院等に対する弁当・惣

菜等の製造・販売 

(29) 病院施設内等でのテレビ、冷蔵庫、ラ

ンドリー機器、ロッカー等のレンタル

業 

(30) スポーツ施設、遊戯場、遊園地等娯楽

施設の経営および賃貸 

(31) 自動車の修理、整備業 

(32) 自動車の売買 

(33) 自動車車体の架装 

(34) 自動車部品、用品ならびに架装部材の

売買 

(35) 貨物自動車運送業、貨物利用運送業、

自動車運送取扱事業および貨物運送

取扱業 

(36) 倉庫業 

(37) 貸金業 

(38) 電気工事業 

(39) 総合リース業 

(40) 旅行業 

(41) クリーニング業 

(42) 通信販売業 

(43) 抗菌砂の販売 

(44) 空気、水、土壌等の環境・衛生システ

ムに関する機械・器具の販売、施工、

保守および製剤の販売 

(45) 労働者派遣事業 

(46) 古物売買業 
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(新設) 

 

 

(47) 太陽光発電システムの販売、設置、維

持管理に関する事業 

(48) 電気充電スタンド設置業務の請負 

(49) 前各号に付帯または関連する一切の

事業 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

171,000,000 株とする。 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

487,000,000株とする。 

（招集） 

第13条     （条文省略） 

２．株主総会は、神奈川県横浜市において

招集する。 

（招集） 

第13条   （現行どおり） 

         （削除） 

（招集権者および議長） 

第15条     （条文省略） 

２．株主総会の議長は、代表取締役がこれ

に当たる。ただし、代表取締役に差し

支えあるときは、あらかじめ取締役会

の定めた順序により、他の取締役がこ

れに代わる。 

（招集権者および議長） 

第15条   （現行どおり） 

２．株主総会の議長は、あらかじめ取締役

会において定めた取締役がこれに当

たる。ただし、当該取締役に差し支え

あるときは、あらかじめ取締役会の定

めた順序により、他の取締役がこれに

代わる。 

（新 設） （株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供） 

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類

および連結計算書類に記載または表

示すべき事項に係る情報を、法務省令

に定めるところに従いインターネッ

トを利用する方法で開示することに

より、株主に対して提供したものとみ

なすことができる。 

第16条 

～     （条文省略） 

第38条 

第17条 

～     （現行どおり） 

第39条 

以 上 


